
滞納管理WT議事（令和７年２月25日～令和６年３月３日）
②仕様書改定案（機能要件）に関するご意見

対応方針

修正前 修正後 分類（選択肢から選択） 詳細
大分類
（反映する、反映しない、
要検討）

要件修正方針
（追加、修正、削除、変

更なし、要検討）

構成員確認（WT）要
否

（共有、意見照会）
対応内容 回答集約（地方団体構成員）

0150209 ①：要件追加 ②：前回記載意見 ・換価決定執行日
・換価執行決定日

・換価催告年月日

④：現行事務処理・現

行機能の踏襲

国税徴収法89条の２ほか、法令上の表現は「換価執行決定」

であるため、「換価決定執行日」は「換価執行日」に修正す

べきである。

また、換価催告の有無、催告年月日を管理することで、正確

な事実把握をする機能が必要。

換価催告の有無、催告年月日を管理することで、

正確な事実把握をするため

③：現行シ

ステムでは

使用してい

ない機能

反映しない 変更なし 共有

「換価決定」の用語に関する議論は誤記扱いとして修正し共有す
る。

項目追加については以下の理由により行わない想定。
・N列にて、現行システムで使用していない機能であること
・そもそも本項目自体が標準オプションであり、一般的に使用しない
自治体があること
・ID150086「交渉経過」上での管理も可能であること

（E市）:(意見なし)
（K市）:(意見なし)
（C市）:(意見なし)
（I市）:(意見なし)
（B市）:(意見なし)
（J市）:（意見なし）
（F市）:(意見なし)
（H市）:(意見なし)
（D市）:(意見なし)
（A市）:(意見なし)
（地方税共同機構）:コメントありません。
(デジタル庁):(意見なし)
(総務省統括アドバイザー):(意見なし)

用語を修正する。

0150282 ⑥：表現の見直し ②：前回記載意見 不納欠損について、延滞金部分を集計できること 不納欠損について、確定延滞金部分を集計できること ⑧：業務精度向上 確定延滞金について不納欠損処理を行っているため 不納欠損を行った確定延滞金を管理するため

④：スク

ラッチ開発

で実装

反映しない 要検討 共有 4.1版の変更内容ではないため、5.0版の全国意見照会前に対応
する。

（E市）:(意見なし)
（K市）:(意見なし)
（C市）:(意見なし)
（I市）:(意見なし)
（B市）:(意見なし)
（J市）:（意見なし）
（F市）:(意見なし)
（H市）:そもそも通常欠損処理したときに計算延滞金をデータに格納することはないので、集計できる欠損した延滞金は確定延滞金のみになると想定される。また、確定してい
ない延滞金は調定行為も行なっていないはずなので欠損集計する理由がないと思われます。
（D市）:(意見なし)
（A市）:(意見なし)
（地方税共同機構）:コメントありません。
(デジタル庁):(意見なし)
(総務省統括アドバイザー):(意見なし)

150350 ②：要件変更 ②：前回記載意見

滞納者に対する滞納処分の停止情報の管理（設定・保持・修

正）ができること。

＜滞納処分の停止情報＞

・起案年月日

・決裁年月日

・滞納処分の停止種類（無財産、生活困窮、所在不明、即時

消滅）

・滞納処分の停止理由

・執行停止年月日

・取消起案年月日

・取消決議年月日

・滞納処分の停止取消年月日

・取消理由

・管理番号

等

滞納者に対する滞納処分の停止情報の管理（設定・保持・修

正）ができること。

＜滞納処分の停止情報＞

・起案年月日

・決裁年月日

・滞納処分の停止種類（無財産、生活困窮、所在不明、即時

消滅）

・滞納処分の停止理由

・滞納処分の停止年月日

・取消起案年月日

・取消決議年月日

・滞納処分の停止取消年月日

・取消理由

・管理番号

等

②：条例への対応・独
自施策の実現

地方税法第15条の7のとおり、「滞納処分の停止」が正しい

ため、「執行停止」は「滞納処分の停止」に修正すべきであ

る。

ー

④：スク

ラッチ開発

で実装

反映する 修正 共有 「執行停止年月日」→「滞納処分の停止年月日」に修正

（E市）:(意見なし)
（K市）:(意見なし)
（C市）:(意見なし)
（I市）:(意見なし)
（B市）:(意見なし)
（J市）:（意見なし）
（F市）:(意見なし)
（H市）:(意見なし)
（D市）:(意見なし)
（A市）:(意見なし)
（地方税共同機構）:コメントありません。
(デジタル庁):(意見なし)
(総務省統括アドバイザー):(意見なし)

用語を修正する。

150264 ②：要件変更 ①：新規意見

滞納処分の停止を取消する期別について、任意に選択できる

こと。滞納処分の停止要件を満たした期別は、自動で選択さ

れていること。また、滞納処分の停止要件を満たさない期別

については、手動で滞納処分の停止期別として選択できるこ

と。

滞納処分の停止を取消する期別について、任意に選択できる

こと。滞納処分の停止要件を満たした期別は、延滞金を含め

て自動で選択されていること。延滞金の有無を選択できるこ

と。また、滞納処分の停止要件を満たさない期別について

は、手動で滞納処分の停止期別として選択できること。

⑧：業務精度向上

導入した標準化準拠システムにおいて、滞納処分の停止につ

いて計算延滞金が選択できない。（帳票にも印字できない）

ベンダーとしては現行の税務システム標準仕様書では、延滞

金の選択有無は明記されておらず必須ではないと解釈してい

る。処分停止における必須要件と考える為、延滞金に関して

明記するべきと考える。

なお、滞納処分の停止のみならず、他の処分時の期別選択に

おいても、計算延滞金が計算・選択できる旨が表現されるこ

とが望ましい。

滞納処分の停止時に計算延滞金を含めた未納総額

で滞納者へ通知するため。

①：現行シ

ステムで

パッケージ

標準で実装

している機

能

反映しない 要検討 共有
4.1版の変更内容ではないため、5.0版の全国意見照会前に対応
する。

（E市）:(意見なし)
（K市）:(意見なし)
（C市）:(意見なし)
（I市）:(意見なし)
（B市）:(意見なし)
（J市）:（意見なし）
（F市）:(意見なし)
（H市）:確認したいのですが、そもそも差押等の滞納処分で使用する滞納明細自体にも計算延滞金が記載されないしようなのでしょうか。そちらが記載されるのであれば、執行
停止の明細のみ計算延滞金が記載されないとは考えにくいです。また、延滞金を選択するとありますが、通常は期別毎に１レコードで管理されており、本税と延滞金を個別に選択
することはできないものと思われます。
（D市）:(意見なし)
（A市）:(意見なし)
（地方税共同機構）:コメントありません。
(デジタル庁):(意見なし)
(総務省統括アドバイザー):(意見なし)

150332 ②：要件変更 ①：新規意見

以下の個人情報、調定情報、収納情報、分割納付誓約情報、

滞納処分情報等を滞納者管理画面で確認できること。また、

滞納処分費を管理できること。

以下の個人情報、調定情報、収納情報、分割納付誓約情報、

滞納処分情報等の現在状況を滞納者管理画面で確認できるこ

と。また、滞納処分費を管理できること。

⑧：業務精度向上

導入した標準化準拠システムにおいて、各情報表示はされて

いるものの、最新情報が表示されないもの（返戻・再交付等

があるにもかかわらず初回発布日が表示され続ける等）があ

る。ベンダーは「情報表示は実装必須だが、情報更新までは

仕様書に明記されておらず、必須ではないと解釈」してお

り、「最新情報が確認できること」が明記されるべき。な

お、機能ID：0150332以外の情報表示においても同様の意

見。

滞納者情報管理において、対象者の現状把握をす

るため。

①：現行シ

ステムで

パッケージ

標準で実装

している機

能

反映しない 要検討 共有
4.1版の変更内容ではないため、5.0版の全国意見照会前に対応
する。

（E市）:(意見なし)
（K市）:(意見なし)
（C市）:(意見なし)
（I市）:(意見なし)
（B市）:(意見なし)
（J市）:（意見なし）
（F市）:(意見なし)
（H市）:最新情報は更新されなくとも、再発送等されたのであればその事実自体は管理されなければならいものと解釈されます。発送→返戻⇒再発送があったのなら、３レコー
ド作成して管理される必要があるかと思われます。
（D市）:(意見なし)
（A市）:(意見なし)
（地方税共同機構）:コメントありません。
(デジタル庁):(意見なし)
(総務省統括アドバイザー):(意見なし)

0150363 ⑥：表現の見直し ①：新規意見

国税庁及び税務署から照会があった滞納情報に対する回答に

ついて、「回答事務用データ作成支援ツール」で用いるCSV

ファイルを作成・出力できること。

「回答事務用データ作成支援ツール」が何を指しているか分

からないので、用語集に追加するか特定できる表現に変更す

る必要があると考えます。

⑧：業務精度向上
「回答事務用データ作成支援ツール」が何を指しているか分

からないため
反映しない 変更なし 共有

「回答事務用データ作成支援ツール」については、「eLTAX５期更
改における見積参考資料」に記載のあるものであり、特段追記は不
要と考えます。

（E市）:(意見なし)
（K市）:(意見なし)
（C市）:(意見なし)
（I市）:(意見なし)
（B市）:(意見なし)
（J市）:（意見なし）
（F市）:(意見なし)
（H市）:対応内容を見て理解できましたが、当該ツールがeLTAX５期更改における見積参考資料に記載されているものであると誰もが認識できるとは思えません。少なくとも
「回答事務用データ作成支援ツール」の前に「eLTAXにおける」の文言を追加が望ましいと考えます。
（D市）:(意見なし)
（A市）:(意見なし)
（地方税共同機構）:・別添「【地方税共同機構】【滞納整理】標準仕様書4.1版案_機構コメント20250303.docx」（２）をご参照ください。
(デジタル庁):(意見なし)
(総務省統括アドバイザー):(意見なし)

0150364 ⑥：表現の見直し ①：新規意見

国税庁及び税務署に対して滞納情報に関して照会をする際

に、「照会事務用データ作成支援ツール」で用いるCSVファ

イルを作成できること。

「照会事務用データ作成支援ツール」が何を指しているのか

分からないので、用語集に追加するか特定できる表現に変更

する必要があると考えます。

⑧：業務精度向上
「照会事務用データ作成支援ツール」が何を指しているか分

からないため
反映しない 変更なし 共有

「回答事務用データ作成支援ツール」については、「eLTAX５期更
改における見積参考資料」に記載のあるものであり、特段追記は不
要と考えます。

（E市）:(意見なし)
（K市）:(意見なし)
（C市）:(意見なし)
（I市）:(意見なし)
（B市）:(意見なし)
（J市）:（意見なし）
（F市）:(意見なし)
（H市）:〃
（D市）:(意見なし)
（A市）:(意見なし)
（地方税共同機構）:・別添「【地方税共同機構】【滞納整理】標準仕様書4.1版案_機構コメント20250303.docx」（２）をご参照ください。
(デジタル庁):(意見なし)
(総務省統括アドバイザー):(意見なし)

同上

機能ID 意見の分類
（選択肢から選択）

新規意見区分
（選択肢から選択）

要件

以下の通り修正する。
ID'0150361:
旧「国税庁及び税務署から照会があった滞納情報に対する回答について、eLTAXから滞納情報ファイルを取り込めること。」→
新「国税局及び税務署から照会があった滞納情報に対する照会情報を取り込めること。」

要件の考え方
旧「地方団体と国税局・税務署の照会・回答に関して必要な情報をやり取りするための要件として定義した。」
新「地方団体と国税局・税務署の照会・回答に関して必要な情報をやり取りするための要件として定義している。地方税共同機構より公表された「eLTAX５期更改における見積参
考資料」を以て、取込機能を示すこととする。」

ID'0150362:
旧「国税庁及び税務署から照会があった滞納情報に対する回答について、税務システムからeLTAXに、滞納情報ファイルを連携・アップロードができること。登録時にはファイルチェックが
実施されること。」
新「国税局及び税務署から照会があった滞納情報に対する照会情報に対する回答をCSV形式で出力できること。」

要件の考え方
旧「地方団体と国税局・税務署の照会・回答に関して必要な情報をやり取りするための要件として定義した。」
新「地方団体と国税局・税務署の照会・回答に関して必要な情報をやり取りするための要件として定義している。地方税共同機構より公表された「eLTAX５期更改における見積参
考資料」を以て、通知機能を示すこととする。」

ID'0150363:
旧「国税庁及び税務署から照会があった滞納情報に対する回答について、「回答事務用データ作成支援ツール」で用いるCSVファイルを作成・出力できること。」
新「国税局及び税務署に対して照会する滞納情報に対する照会情報をCSV形式で出力できること。」

要件の考え方
旧「地方団体と国税局・税務署の照会・回答に関して必要な情報をやり取りするための要件として定義した。」
新「地方団体と国税局・税務署の照会・回答に関して必要な情報をやり取りするための要件として定義している。地方税共同機構より公表された「eLTAX５期更改における見積参
考資料」を以て、照会機能を示すこととする。」

ID'0150364:
旧「国税庁及び税務署に対して滞納情報に関して照会をする際に、「照会事務用データ作成支援ツール」で用いるCSVファイルを作成できること。」
新「国税局及び税務署から回答があった滞納情報を取り込めること。」

要件の考え方
旧「地方団体と国税局・税務署の照会・回答に関して必要な情報をやり取りするための要件として定義した。」
新「地方団体と国税局・税務署の照会・回答に関して必要な情報をやり取りするための要件として定義している。地方税共同機構より公表された「eLTAX５期更改における見積参
考資料」を以て、取込機能を示すこととする。」

検討結果

意見の根拠

運用想定

現行システ

ム区分
（選択肢から選

択）



対応方針

修正前 修正後 分類（選択肢から選択） 詳細
大分類
（反映する、反映しない、
要検討）

要件修正方針
（追加、修正、削除、変

更なし、要検討）

構成員確認（WT）要
否

（共有、意見照会）
対応内容 回答集約（地方団体構成員）

機能ID 意見の分類
（選択肢から選択）

新規意見区分
（選択肢から選択）

要件

検討結果

意見の根拠

運用想定

現行システ

ム区分
（選択肢から選

択）

150049 ①：要件追加 ①：新規意見 延滞金計算年月日は任意の日付を設定できること。
延滞金計算年月日は任意の日付を設定できること。また、延

滞金発生予定日を確認できること。
⑦：業務効率化

納付が困難な場合に、「延滞金発生日（予定日）までには何

とか払う」などと言われる場合もあり、日に何度も確認する

ことがあります。納期限までに納付いただくのが原則ではあ

りますが、実情として聞かれることが頻繁であるため、要件

追加をお願いします。

期別の備考欄などに延滞金発生日（予定日）を表

示し、それを確認する（システム上のみ）。

②：現行シ

ステムでカ

スタマイズ

を実施して

いる機能

反映しない 変更なし 共有 延滞金計算日を任意の日付で設定し、金額が生じる日を探せばよ
く、予定日の実装までは不要と考えます。

（E市）:(意見なし)
（K市）:(意見なし)
（C市）:(意見なし)
（I市）:(意見なし)
（B市）:(意見なし)
（J市）:（意見なし）
（F市）:(意見なし)
（H市）:(意見なし)
（D市）:(意見なし)
（A市）:(意見なし)
（地方税共同機構）:コメントありません。
(デジタル庁):(意見なし)
(総務省統括アドバイザー):(意見なし)

特に対応不要とする。

①：要件追加 ①：新規意見

・滞納明細管理において、共有不動産における連帯納税義務

のある期別が同時表示できること。共有代表者の画面、他の

共有者の画面において、画面展開時に同時表示するかどうか

を個別に設定できること。

・交渉経過管理において、共有不動産としての宛名番号に関

する経過記録が同時に表示できること。共有代表者の画面、

他の共有者の画面において、画面展開時に同時表示するかど

うかを個別に設定できること。

⑦：業務効率化

共有代表者Aとほかの共有者B・Cが３人で共有する、「A他

共有者２名」の宛名番号に対して、例えば「A」と「A他共有

者２名」の画面を行ったり来たりしながら折衝を行うことが

非常に煩雑であり、共有不動産に関する案内漏れをなくすた

めにも、要件追加をお願いします。

当市では案内漏れをなくすために、代表者画面の

展開時に、自動名寄せするカスタマイズをおこ

なっており、同様の運用を行いたいと考えていま

す。

今後カスタマイズ廃止にともない、別画面をどう

やって行き来して、交渉経過を確認・記録する

か、運用方針の決定も困難な状況であり、要件追

加を要望するものです。

②：現行シ

ステムでカ

スタマイズ

を実施して

いる機能

要検討 要検討 意見照会

滞納明細管理については、
ID150216「共有、連帯納税の滞納期別を記載できること。その
旨を滞納処分における滞納明細上に記載できること。」で対応済
み。

【確認】
交渉計画について、おそらく1つの画面内に各共有者の交渉経過を
見れる機能を想定していると思われるが、そこまでの機能は不要と考
えています。構成員においてはいかがでしょうか。

（E市）:(意見なし)
（K市）:このような機能は便利な場合も考えられるかもしれないが、搭載することで複雑化するなどシステム自体の操作性や安定性への影響があるのであれば、その点も配慮の
必要があると考えます。
（C市）:本市では関連者登録をしたうえで、必要があれば経過記録を相互の画面に登録している。
機能としてまでは不要かもしれないが、他市の状況次第かと思う。（あればあった方が良い機能ではある）
（I市）:(意見なし)
（B市）:代表者画面で同時に確認ができれば便利ではあると思うが、そこまでの機能は不要
（J市）:帳票としての滞納明細のみならず、システムの滞納整理画面上にも、共有・連帯納税の対象期別を名寄せ表示出来る（かつ名寄せ表示するかを任意に設定出来
る）のであれば、当市の現在の運用を継続する上では問題ない。共有代表者等が来庁した際、本来共有名義の課税があるにもかかわらず、滞納整理画面上に当該共有名義
に係る税目が表示されないがために案内が漏れてしまう、といった事態を防ぐことが肝要であり、窓口業務のアウトソーシング等を進めていく上で必須の要件と考える。
（F市）:当該意見は滞納明細ではなく、折衝時の個人画面への関連者の滞納期別同時表示についての内容と捉えるが、その場合、150028～150030の関連者登録関
係機能で充足すると考える。交渉経過については150091で対応可能。
（H市）:記事を複数の宛名番号に一括登録する機能はありますが、経過記録をまとめて表示されません。
なお、標準化に合わせて共有の課税については滞納側では代表者にまとめることを検討しています。例えばA（番号10）、B（番号20）の共有（番号30）があったとき収納
側では30の共有ではなく、10のAに調定情報及び共有番号が紐づいており、滞納側へは30でなく10で連携して共有課税かどうかは通知書番号で判断する構想です。
本件は使用で禁止されておらず、システムベンダの創意工夫により実装すればよい範囲と考えます。
（D市）:本市では交渉記録について、主として共有名義での管理を行っています。そのため、経過記録を各共有者同時に見られる機能については必要があるとは思いません。
しかしながら、共有、連帯納税の滞納期別の記載・表示が滞納処分時のみ記載されるのであれば、担当変更時や担当外が対応した際に滞納金額を少なく（個人分や共有分
を含まずに）相手方へ伝えてしまう場合が考えれられますので、このご意見の場合ですと「A」個人の管理画面を開いた際、「A他共有者２名」の滞納期別についても「A」個人の
管理画面で表示ができるようにする必要はあると考えます。
（A市）:不要
（地方税共同機構）:コメントありません。
(デジタル庁):市区町村の実務に関する事項のため、回答を控えます。
(総務省統括アドバイザー):(意見なし)

特に対応不要とする。

150356 ①：要件追加 ①：新規意見
分割納付書における印字項目「指定期限」については、納付

計画書上の納付予定日を記載できること。

分割納付書における印字項目「指定期限」については、納付

計画書上の納付予定日を記載できること。また、合算納付

書・送付先つき納付書においては送付先部分（４枚目）にも

記載できること。

⑦：業務効率化
送付先付き納付書においては、各回で使用する納付書と、納

付予定日を送付先部分で確認できるとよりわかりやすくなる

ため機能追加を希望するものです。

特に期別を合算する分割納付書において、送付先

に表示される期別の明細と合わせ、分割回・納付

予定日をわかりやすく確認できるようになる。

①：現行シ

ステムで

パッケージ

標準で実装

している機

能

反映しない 変更なし 共有 収納管理の諸元表に記載の通り、「指定期限」は非表示も選択で
きるようにしているため、対応不要と考えます。

（E市）:(意見なし)
（K市）:(意見なし)
（C市）:(意見なし)
（I市）:(意見なし)
（B市）:(意見なし)
（J市）:（意見なし）
（F市）:(意見なし)
（H市）:(意見なし)
（D市）:(意見なし)
（A市）:(意見なし)
（地方税共同機構）:コメントありません。
(デジタル庁):(意見なし)
(総務省統括アドバイザー):(意見なし)

特に対応不要とする。

150357 ①：要件追加 ①：新規意見 分割納付書には、納付計画書上の計画回を記載できること。

分割納付書には、納付計画書上の計画回を記載できること。

また、また、合算納付書・送付先つき納付書においては送付

先部分（４枚目）にも記載できること。

⑦：業務効率化
送付先付き納付書においては、各回で使用する納付書と、納

付予定日を送付先部分で確認できるとよりわかりやすくなる

ため機能追加を希望するものです。

特に期別を合算する分割納付書において、送付先

に表示される期別の明細と合わせ、分割回・納付

予定日をわかりやすく確認できるようになる。

①：現行シ

ステムで

パッケージ

標準で実装

している機

能

反映しない 変更なし 共有 22行目と同一

（E市）:(意見なし)
（K市）:(意見なし)
（C市）:(意見なし)
（I市）:(意見なし)
（B市）:(意見なし)
（J市）:（意見なし）
（F市）:(意見なし)
（H市）:(意見なし)
（D市）:(意見なし)
（A市）:(意見なし)
（地方税共同機構）:コメントありません。
(デジタル庁):(意見なし)
(総務省統括アドバイザー):(意見なし)

特に対応不要とする。

150197 ②：要件変更 ①：新規意見
・各照会先はマスタで管理することで、照会文書作成の負担

軽減を見込める。

・照会先宛名１件につき、照会文書送付先、所在地（第三債

務者としての所在地）、差押調書送付先の３つの情報を管理

できるようにしていただきたい。

⑦：業務効率化

・生命保険会社の多くは照会文書受付や、差押調書の受付を

別法人や本社以外の事務所等で受付ているので、照会先を管

理する事が煩雑になってしまうためシステム管理できるよう

にしていただきたいので以下のとおりまとめました。

③：現行シ

ステムでは

使用してい

ない機能

反映しない 変更なし 共有

例えば日本生命の場合、日本生命（照会）、日本生命（差
押）等で管理すれば問題ないように思いますので、反映しない方針
としたいと思います。

（E市）:(意見なし)
（K市）:(意見なし)
（C市）:(意見なし)
（I市）:(意見なし)
（B市）:(意見なし)
（J市）:（意見なし）
（F市）:(意見なし)
（H市）:(意見なし)
（D市）:(意見なし)
（A市）:(意見なし)
（地方税共同機構）:コメントありません。
(デジタル庁):(意見なし)
(総務省統括アドバイザー):(意見なし)

特に対応不要とする。

150286 ②：要件変更 ①：新規意見

納付書の出力ができること（金融機関・郵便局・コンビニで

使用でき、クレジット納付、マルチペイメントに対応した統

一様式の納付書を出力できること）。

指定期限を設定できること。

納付書に記載される「指定期限」という表現を改める ⑦：業務効率化

・納付書の納付期限の下に表示される「指定期限」を都合よ

くとらえその日までに払えばいいと思っている納税者への説

明に辟易している。

 読んで字のごとくその日までに納付すれば良いとしか解釈

できない表現は不適切であり、執行機関側・納税者双方でな

んら利益にならないので「指定期限」という表現を改めてい

ただきたい。

③：現行シ

ステムでは

使用してい

ない機能

反映しない 変更なし 共有
4.1版の変更内容ではないため、5.0版の全国意見照会前に対応
する。

（E市）:(意見なし)
（K市）:(意見なし)
（C市）:(意見なし)
（I市）:(意見なし)
（B市）:(意見なし)
（J市）:（意見なし）
（F市）:(意見なし)
（H市）:指定期限は期限を切って納付指導する場合に必要な文言であり他に適当な文言もありません、どうしても使いたくないのであれば督促状と同様に*で埋める対応が適
当と考えます。
（D市）:(意見なし)
（A市）:(意見なし)
（地方税共同機構）:コメントありません。
(デジタル庁):(意見なし)
(総務省統括アドバイザー):(意見なし)

150341 ②：要件変更 ①：新規意見 抽出、除外の対象に、DV措置支援者を加える ⑦：業務効率化

・勤務先照会を行ったところ、DV加害者が勤務先に居たため

DV措置支援者の住所が漏洩した案件が発生した経過がある。

 そのため、滞納者がDV措置支援者であった場合は極力調査

は控えたいので対象を抽出うする機能が欲しい。

③：現行シ

ステムでは

使用してい

ない機能

要検討 要検討 意見照会
【確認】
抽出、除外というのは、何の機能についてを指しているかご教示くだ
さい。

（E市）:(意見なし)
（K市）:滞納整理業務に関し、システム上においてこのような対応の必要はないと考えます。
（C市）:(意見なし)
（I市）:(意見なし)
（B市）:意見の記載者が意見の根拠詳細に記載された事例である、勤務先への給与照会は、滞納者の個人画面から作成しているため、個人画面を開いた際に支援措置対
象者であることがポップアップ表示されることで注意をしている現状です。
　対外的な帳票の出力を一括処理をする場合には、支援措置対象者であることが判別できれば良いとは思いますので、帳票の出力対象一覧表などに支援措置対象である表示
があれば助かります。
（J市）:催告業務・調査業務等においては、システムの対象者選定機能を用いて業務目的別の滞納者グループを作成する。このように滞納者を選定する際、「DV被害者を
作成中のグループに含めるか否か(抽出するか除外するか)」をシステムで指定出来るようにして欲しい。ラベル機能を用いれば似たようなことは出来るが、DV被害者についてはラベル
の設定漏れ等の人的ミスに伴うリスクが極めて大きい（行政からの情報漏洩に起因した加害者による殺傷事件の実例がある）ことに鑑み、システムで管理できることが望ましい。
（F市）:意見した自治体への確認だと考えられるが、150336の機能と150341の機能を混同していると考えられる。
抽出条件に支援措置対象を追加したいという意図と考えるが、現行の仕様では存在しない。
なお、本市では各個人を確認し、調査入力するため、入力時にDV支援対象者か判断できるので問題ないと考えます。

（H市）:機能ID150341の抽出の機能に関して、DVを抽出対象（除外）項目として追加して欲しいとの意見だと思われます。なお、本市でも標準の抽出機能ではDVを除
外してすることはできず、必要な場合はEUC機能を活用しています。また、本件はどちらかといえば抽出を制限するのではなく不動産登記法のようにその住所に変わる事項を記載す
る機能や住所地を”特別な事情により非表示”と印字する機能の方が望ましいように考えます。
（D市）:(意見なし)
（A市）:滞納者や関係各所へ通知する帳票が対象になるかと想定されます。
（地方税共同機構）:コメントありません。
(デジタル庁):市区町村の実務に関する事項のため、回答を控えます。
(総務省統括アドバイザー):(意見なし)

意見元のJ市以外では、B市が一括照会の際に判断方法があるとよい旨を回答している。
B市及びF市は個別照会の際はポップアップで注意喚起可能と回答しているが、J市の回答は一括照会のケースを想定していると思われる。

H市はEUCで対応とのことだが、それが対応できるように機能要件に記載することは必要性が高いと思われるため、来年度は標準オプションでの追加を検討する。

150086 ②：要件変更 ①：新規意見 任意の交渉経過については、強調して表示できること。
任意の交渉経過については、強調して表示できること。（６

色以上）
⑦：業務効率化

・目的別に交渉記録を強調したいので６色～8色は種類が必

要。

予定：緑

処分：赤

相続：紫

対応注意：オレンジ

捜索：ワインレッド

③：現行シ

ステムでは

使用してい

ない機能

反映しない 変更なし 共有 画面デザインなどについてはシステムベンダの創意工夫によるものであ
るため特段対応いたしません。

（E市）:(意見なし)
（K市）:(意見なし)
（C市）:(意見なし)
（I市）:(意見なし)
（B市）:(意見なし)
（J市）:（意見なし）
（F市）:(意見なし)
（H市）:(意見なし)
（D市）:(意見なし)
（A市）:(意見なし)
（地方税共同機構）:コメントありません。
(デジタル庁):(意見なし)
(総務省統括アドバイザー):(意見なし)

特に対応不要とする。

150091 ②：要件変更 ①：新規意見

・関連者登録管理した関連者の分の交渉経過を一括して記録

することで、同内容の交渉経過を何度も入力することがなく

なり、作業務効率の向上に資するため「実装必須機能」とし

た。

・一括入力した交渉記録の修正も、おなじく一括で修正出来

ること。
⑦：業務効率化

・現行システムでも世帯員等への交渉記録一括入力は可能で

あるが、一度入力してしまうと修正するには個別での修正が

必要なので、一括修正が出来るようにしていただきたい。

③：現行シ

ステムでは

使用してい

ない機能

要検討 要検討 共有
4.1版の変更内容ではないため、5.0版の全国意見照会前に対応
する。

（E市）:(意見なし)
（K市）:(意見なし)
（C市）:(意見なし)
（I市）:(意見なし)
（B市）:(意見なし)
（J市）:（意見なし）
（F市）:(意見なし)
（H市）:一括登録は新規に複数の管理（宛名）番号に経過記録を登録するだけなので簡単ですが、一括修正等をしようとする場合は、既に複数の番号に登録された経過
記録を一体のものとして認識させるため、システム上の管理方法を大幅に変更しなけばいけないので難しいと思われます。
（D市）:(意見なし)
（A市）:(意見なし)
（地方税共同機構）:コメントありません。
(デジタル庁):(意見なし)
(総務省統括アドバイザー):(意見なし)



③仕様書改定案（帳票要件 等）に関するご意見

対応方針

修正前 修正後 分類（選択肢から選択） 詳細

大分類
（反映する、反
映しない、要検
討）

要件修正方針
（追加、修正、
削除、変更な
し、要検討）

構成員確認
（WT）要否
（共有、意見

照会）

対応内容 回答集約（地方団体構成員）

帳票印字項目・諸元表 150469 滞納明細 タイトル ⑥：表現の見直し ①：新規意見 滞納明細 未納明細 ⑥：住民サービス向上
滞納者の心理を逆なでせず、納付交渉をスムーズに行うために

は、不快な表現は避けるべきである。

①：現行システムでパッ

ケージ標準で実装してい

る帳票

担当課 反映しない 変更なし 共有

本帳票は基本的に滞納状態の期別の出力を想
定していることから、名称は修正しないものとする。

（E市）:実務として納期未到来分を含めて発行するがあるため、意見発出者に強く同意。
（K市）:差押書類の附属書類だけでなく、徴収猶予関係書類や徴収猶予中の交付要求書にも使用することがあります。したがって左記の対応内容の
理由は、理由になっていません。懸念を示される団体があれば修正の検討も必要かもしれません。
なお、本市現行システムは「市徴収金明細表」としています。
（C市）:（意見なし）
（I市）:（意見なし）
（B市）:（意見なし）
（J市）:（意見なし）
（F市）:（意見なし）
（H市）:（意見なし）
（D市）:本市では実務上、税納付について納期未到来のもの含め期日までに納めるよう納税折衝をしています。
納期未到来の税は滞納ではないので、帳票に納期未到来分が含まれるであれば未納明細書のほうが適切と考えます。
差押調書等に添付される、必ず滞納分のみが記載されるものであれば滞納明細であっても差し支えないと考えます。
（A市）:（意見なし）
（地方税共同機構）:（意見なし）
(デジタル庁):（意見なし）
(総務省統括アドバイザー):対応方針に同意します。

未納明細という名称への変更の回答が多いため、来年度のWT
で改めて未納明細への変更を検討する。

帳票印字項目・諸元表 150022

差押調書（謄

本）（債権）※

 滞納者用

7 通知先 ②：要件変更 ①：新規意見 桁数：１５ 桁数：３７/２ ⑦：業務効率化

本市は、すでに標準化準拠システムを導入しておりますが、本

項目の文字数が少なすぎて、文字漏れが多く、手書き対応が

多っくなっていますので、文字の桁数を増やしていただきたい

です。※他差押帳票も同様

文字漏れでの手書き対応をなくしたいです。 担当課 反映しない 変更なし 共有 4.1版では対応しないが、5.0版での検討に含め
る。

（E市）:差押調書に限らず、氏名については15文字で収まらないケースは多い。60文字程度は必要。
（K市）:すでに標準化準拠システムを導入されている自治体の意見を参考にして検討したいと考えています。

（C市）:（意見なし）
（I市）:（意見なし）
（B市）:（意見なし）
（J市）:（意見なし）
（F市）:（意見なし）
（H市）:（意見なし）
（D市）:相手方の名称や住所によりどの程度の文字数か必要となるかが異なり、ご質問のあった自治体での入力可能な文字数が不明ではありますが、
手書きが必要になるような状況は余計な時間やミスの可能性が増え不適切だと考えます。その点を踏まえて検討の必要があると考えます。
（A市）:（意見なし）
（地方税共同機構）:文字漏れでの手書き対応をなくしたいです。
(デジタル庁):（意見なし）
(総務省統括アドバイザー):対応方針に同意します。

帳票印字項目・諸元表 150303

預貯金等の調査

について（照

会、回答）

15

照会対象者及び

照会対象期間

照会対象者

フリガナ

②：要件変更 ①：新規意見 桁数：１８ 桁数：３７/２ ⑦：業務効率化

本市は、すでに標準化準拠システムを導入しておりますが、本

項目の文字数が少なすぎて、文字漏れが多く、手書き対応が

多っくなっていますので、文字の桁数を増やしていただきたい

です。※他調査帳票も同様

文字漏れでの手書き対応をなくしたいです。 担当課 反映しない 変更なし 共有 4.1版では対応しないが、5.0版での検討に含め
る。

（E市）:（意見なし）
（K市）:すでに標準化準拠システムを導入されている自治体の意見を参考にして検討したいと考えています。

（C市）:（意見なし）
（I市）:（意見なし）
（B市）:（意見なし）
（J市）:（意見なし）
（F市）:（意見なし）
（H市）:（意見なし）
（D市）:同上
（A市）:（意見なし）
（地方税共同機構）:文字漏れでの手書き対応をなくしたいです。
(デジタル庁):（意見なし）
(総務省統括アドバイザー):対応方針に同意します。

帳票印字項目・諸元表 150303

預貯金等の調査

について（照

会、回答）

16

照会対象者及び

照会対象期間

照会対象者

フリガナ

②：要件変更 ①：新規意見 桁数：１８ 桁数：３７/２ ⑦：業務効率化

本市は、すでに標準化準拠システムを導入しておりますが、本

項目の文字数が少なすぎて、文字漏れが多く、手書き対応が

多っくなっていますので、文字の桁数を増やしていただきたい

です。※他調査帳票も同様

文字漏れでの手書き対応をなくしたいです。 担当課 反映しない 変更なし 共有 4.1版では対応しないが、5.0版での検討に含め
る。

（E市）:（意見なし）
（K市）:すでに標準化準拠システムを導入されている自治体の意見を参考にして検討したいと考えています。

（C市）:（意見なし）
（I市）:（意見なし）
（B市）:（意見なし）
（J市）:（意見なし）
（F市）:（意見なし）
（H市）:（意見なし）
（D市）:同上
（A市）:（意見なし）
（地方税共同機構）:文字漏れでの手書き対応をなくしたいです。
(デジタル庁):（意見なし）
(総務省統括アドバイザー):対応方針に同意します。

帳票印字項目・諸元表 150005
配当計算書（謄

本）※滞納者用
7 通知先 ②：要件変更 ①：新規意見 桁数：１５ 桁数：３７/２ ⑦：業務効率化

本市は、すでに標準化準拠システムを導入しておりますが、本

項目の文字数が少なすぎて、文字漏れが多く、手書き対応が

多っくなっていますので、文字の桁数を増やしていただきたい

です。

文字漏れでの手書き対応をなくしたいです。 担当課 反映しない 変更なし 共有 4.1版では対応しないが、5.0版での検討に含め
る。

（E市）:（意見なし）
（K市）:すでに標準化準拠システムを導入されている自治体の意見を参考にして検討したいと考えています。

（C市）:（意見なし）
（I市）:（意見なし）
（B市）:（意見なし）
（J市）:（意見なし）
（F市）:（意見なし）
（H市）:（意見なし）
（D市）:同上
（A市）:（意見なし）
（地方税共同機構）:文字漏れでの手書き対応をなくしたいです。
(デジタル庁):（意見なし）
(総務省統括アドバイザー):対応方針に同意します。

帳票要件 150303

預貯金等の調査

について（照

会、回答）

①：要件追加 ①：新規意見

①：地方税法（法律・

政令・省令）への準

拠・外部機関（eLTAX

等）への対応

本帳票の書式とゆうちょ銀行が求めている調査帳票が異なり、

本帳票でゆうちょ銀行に調査を出すと、件数によっては回答が

得られず返送されます。ゆうちょ銀行と本書式を調整いただく

か、ゆうちょ用の調査帳票の追加を検討いただきたいです。

ゆうちょ銀行への調査をスムーズに行いたいです。 担当課 反映しない 変更なし 共有
4.1版では対応しないが、5.0版での検討に含め
る。

（E市）:意見発出者の記載どおりゆうちょ銀行は標準様式をアレンジした様式を指定しており（参考:資料①、②）、当市でも文書での照会の際はエ
クセルで対応している。ゆうちょ銀行側は法人分の照会は電子照会に対応してないため文書での照会がなくなることはない。意見発出者に同意する。
（K市）:すでに標準化準拠システムを導入されている自治体の意見を参考にして検討したいと考えています。

（C市）:（意見なし）
（I市）:（意見なし）
（B市）:（意見なし）
（J市）:（意見なし）
（F市）:（意見なし）
（H市）:（意見なし）
（D市）:5.0版での検討に加えゆうちょ銀行と協議・調整が必要と考えます。
（A市）:（意見なし）
（地方税共同機構）:ゆうちょ銀行への調査をスムーズに行いたいです。
(デジタル庁):（意見なし）
(総務省統括アドバイザー):対応方針に同意します。

帳票レイアウト 150005

（令8.4.1適合）

配当計算書（謄

本）※滞納者用

残預金 ②：要件変更 ①：新規意見
残預金の項目の行間を広くし

ていただきたい
⑦：業務効率化

残預金の項目には還付口座の金融機関名、口座番号、口座名義

人情報等記載する必要があるが、レイアウトの行間では狭すぎ

ると思われます。

①：現行システムでパッ

ケージ標準で実装してい

る帳票

担当課 反映しない 要検討 意見照会

【確認】
文字数は最大どの程度必要か、各構成員で必要
な文字数をご回答ください。

（E市）:金融機関名:11文字
支店名　　:9文字
口座種別　:2文字
口座番号　:8文字
口座氏名　:20文字
項目間ｽﾍﾟｰｽ:4文字
計:54文字
●●●●●農業協働組合　▲▲▲▲▲▲出張所　普通　12345678　ｱｲｳｴｵｶｷｸｹｺｻｼｽｾｿﾀﾁﾂﾃﾄ
（K市）:本市では意見の根拠に挙げられている項目は配当計算書には表示していません。配当計算書作成時点では通常は確定していない項目で
す。当該団体では事前にこのような情報を提出させているのでしょうか?表示するとどのように業務効率化になるのでしょうか?
残預金→残余金に訂正をお願いします。
（C市）:５０文字程度
（I市）:当市は現行では「残余金の交付先」には交付先氏名を記載し、口座情報等についてはシステム外で用意した帳票を添付している。
滞納者氏名の印字文字数と同様の37文字2行があれば不足はないが、機能上の「交付先」入力可能文字数の定義に合わせる必要があると考える。
（B市）:当市では、滞納者の氏名のみ記載し、還付先口座情報や還付の期日等は別途お知らせしているので、宛名の最大文字数で足ります。
（J市）:文字数自体は最大で100文字前後あれば問題ないと思われるが、残余金の金額、金融機関名、預金種別、口座番号、口座名義人等の入
力欄（個別項目）があるのが望ましい。
（F市）:最大文字数は銀行名や支店名によって変わるが、通常70文字あれば足りる。
（H市）:本市では金額と交付先を記載するのみで口座情報を記載することはありません。ただし、氏名の⾧い者を考えると70文字程度は必要です。な
お、振込先口座については相手から振込依頼書の提出を受けて対応します。
（D市）:銀行名や支店名により異なりますが、銀行名・支店名・口座種別・口座番号・相手方氏名で５０文字あれば対応可能かと考えます。
（A市）:具体的な文字数を指定することは難しが、帳票毎に大きな差が出ないようにすることが望ましいと考える。
（地方税共同機構）:（意見なし）
(デジタル庁):市区町村の実務に関する事項のため、回答を控えます。
(総務省統括アドバイザー):行間についての指摘だが、確認内容が必要文字数になっている。

桁数については、来年度の全国意見照会前のWTで案を提示
予定。

帳票印字項目・諸元表 150399

相続（連帯納税

義務、第二次納

税義務）による

納税義務承継通

知書

34 教示文 ②：要件変更 ①：新規意見 ⑤：過剰な要件

相続による納税義務承継は、相続放棄されない限り、原則、単

純承認による相続により、無制限に被相続人の納税義務を承継

することから、教示は不要であるため。

相続に伴う納税義務承継については、教示文の記載をなくす。

または、教示文の記載の有無を選択式とする。

③：現行システムでは使

用していない帳票
担当課 反映しない 変更なし 共有 教示文のテキストをなくすのは、SE対応で対応可

能と考えます。

（E市）:（意見なし）
（K市）:SE対応とはどのような対応でしょうか。本市も相続の場合は、この教示は必要ないと考えています。
（C市）:（意見なし）
（I市）:（意見なし）
（B市）:（意見なし）
（J市）:（意見なし）
（F市）:（意見なし）
（H市）:教示文が実装必須機能となっているのに、SE対応で無くすことが可能というのは整合性が取れていません。
（D市）: 被相続人との関係性によっては、この納税義務承継通知により自己のために相続の開始があったことを知る場合も考えられるため、教示文に
ついては選択式で良いと考えます。
（A市）:（意見なし）
（地方税共同機構）:相続に伴う納税義務承継については、教示文の記載をなくす。または、教示文の記載の有無を選択式とする。
(デジタル庁):（意見なし）
(総務省統括アドバイザー):個別団体による標準仕様書帳票のカスタマイズについては、デジタル庁地方業務Tの方針を確認した方が良い。SE作業によ
る帳票カスタマイズが頻繁に行われると、自治体システム標準化事業の趣旨に合致しない状況になる恐れがあるため。

教示文についてなくすかどうかは要検討だが、選択式などで幅を
持たせる対応は必要になるのではないかと思料。

検討結果項目名称仕様書改定案の対象
（選択肢から選択）

帳票ID 帳票名 項目番号

意見の根拠

運用想定 現行システム区分
（選択肢から選択）

意見発出者
（選択肢から選択）

意見の分類
（選択肢から選択）

新規意見区分
（選択肢から選択）

要件


